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資源制約の影響について
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彦
ここでは産業連関分析を用いて資源の量が制限された時の影響と資源、の価格
が引き上げられた時の影響の聞の関係について考察する。
1. 産業連関分析
産業連関分析には種々のモデ‘ルがあるけれども，ここでは簡単な静的レオン
ティエフ・モデ、ルを用いる（Leontief〔4））。このモデ、ルにおいては，それぞ
れの産業はそれ自身と他の産業によって作られた財，輸入財，労働などを投入
して，唯1つの生産過程を用いて唯1つの財を生産するものとするくこれより
第j産業によって作られた財を第j財と呼ぶ〉。そして産業に投入されなかっ
た残りの生産物が消費，輸出などの最終需要として使用される。その際ある財
を生産するために投入される生産要素の聞の比率は一定で、あり，必要とされる
それぞれの生産要素の量はその財の生産量に比例すると仮定する。そしてこの
経済にはn個の産業があり，引を第i財の総生産量， Ciを第 i財の最終需要，
aiiを第j財を 1単位作るのに必要な第i財の量とすると，
xi= ~i~i aii Xj+ci ( i =l，…， n）。 (1) 
これが静的レオンティエフ型産出モデ、ルの基本式で、ある。他方，これに双対的
な関係として生産物価格は投入された財や労働などの費用と利潤の和であるこ
とが得られる。今， hを第 i財の価格，刊を第i財1単位当りの労働や利潤
などの付加価値とすれば，
Pi ＝ ~j と1 aiiρj+Vi ( iニ 1，…， n）。 (2) 
これが静的レオンティエフ型価格モデ、ルの基本式で、ある。この価格モデ、ルにお
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いては価格は各種の費用によって決定され，需要とは無関係であるとし、う仮定
が置かれている。
更に，経済的に意味のある解を得るために次のことを仮定する。
aoミ0c i=1，…n, j =1，…， n ), 
~~~1 a;jく0(j =1，…， n）。
後者は Solowの列和条件であり，これより Hawkins-Simonの条件が成り立
ち，また任意の最終需要 C；ミ0c i=1，…， n）に対して非負解巧ミ0(i = 1,
…， n）が存在する。そしてその時の解は， A=(ao）を（n, n）型行列， Iを
単位行列， zとcをそれぞれ巧， C；を第 t要素とする n次縦ベクトルとする
と，（1）より
X=(J-A）一lc 
となるO また， Pとりをそれぞれわ， q を第 i要素とする n次縦ベクトルと
すると，（局より
P =(I -A＇）一iv 
となる。
前に述べたように静学的レオンティエフ・モデ、ルには産出モデ、ルと価格モデ
ルの2つのタイプがあるけれども，前者を用いて資源の量が制限された時に最
終需要がどのような影響を受けるか，また後者を用いて資源価格が引き上げら
れた時に他の財の価格にどのように波及するかを調べることができる。しかし
静学的レオγティエフ・モデ、ルにおいては生産技術が一定，すなわち投入係数
Aが一定であると仮定されているので，比較的短期の影響が説明されることに
(1) Hawkins-Simonの条件は I-Aの行列式のすべての首座小行列式の値が正になる
ことをし、う。すなわち， J-A-==D==(dii）とすると
I d11 d12 I I d11・diπ｜ 
d11>0, I l>O，…， I : : l>O。
I d21 dz2 I I dηl…dnn I 
ここで述べられていることの証明の詳細は Hawkins,Simon (2), Solow〔7），二階堂
〔6）を参照されたい。
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なるO そしてその短い期間に均衡産出量と均衡価格が速やかに達成されるもの
とする。
2. 資源量が制限される場合
ここでは外国の事情により原油その他の原材料の輸入が制限されたり，天候
などの理由から電力，ガス，水道などの公共部門の供給量が低下する場合のよ
うに，ある産業の生産量が外生的に制限される時に，他の産業の生産量や最終
需要にどのような影響を与えるかを調べる。輸入財が制限される時には，わが
国の原油その他多くの鉱物資源のようにそのほとんどを輸入に頼っている場合
を考え，ここでは同種の国産品はないものと仮定する。そしてこれらの輸入部
門をそれぞれlつの産業部門とみなす。輸入が輸出その他と独立であると見な
せば輸入部門の投入係数はOとなるO また，制限されるのが公共部門の時に
は，電力，ガス，水道のように公共部門によってその供給がほとんどなされる
場合を考え，他からの同種の財の生産はないものと仮定しこれらの公共部門
をそれぞれ1つの産業部門とみなす。
今，外生的に生産量が決定される産業部門〈外生部門と呼ぶことにする〉の
数をmとすると，そうでない産業部門（内生部門と呼ぶことにする〉の数はn
-mとなる。ここで外生部門を産業部門の配列の最後に置くことにする。そし
て投入係数行列Aを次のような4つの部分行列に分割して表示する。
A三〔~；－；i1!-:l
ここで A1lは （n-m,n-m）型行列， A12は（n-m, m）型行列， Az1は
(m, n -m）型行列， Az2は （m,m）型行列である。また生産量と最終需要の
ベクトルもそれぞれ次のような n-m次とm次の2つのベクトルに分割する。
戸［－~；－］，ベ3〕。
そうすると（1）より
xd=A11xd十A12Xf十cd, (3) 
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xf=A21xd十A32Xf十cl0 (4) 
(4）より
xi= (I -A22）ーIA21Xd十(1-A22）一’cf
外生部門の最終需要が変化しないならば，
~xi= (I -A22）一IA21Axd
となり，これは外生部門の生産量の変化量と内生部門の生産量の変化量の関係
を表わす。また（3）より
xa=(I -A11）一IA1zxf+ (I -Ai i)-cd 
が得られるので，これを（4）に代入し移項すると
(5) 
xi=[ I -A2~ -A21 (I -Ai 1）一1A12J-1[A2!CI -Ai 1)-cd十c1j。（6)
これより
ムxi＝〔I-Az2-A31 (I -Ai 1)-A12J-:CA21 (I -Ai 1）ームcd十Ac!]
となり，外生部門の生産量の変化量と内生部門及び、外生部門の最終需要の変化
量との関係を表わすO
もし外生部門が輸入部門のみからなり，そしてその財が原材料としてだけ利
用されるため最終需要がないならば， A12=0,A22=0, ci=Oとなるので，外
生部門の生産量の変化量と内生部門の最終需要の変化量の関係は
ムニむI=A21cI-Al1)-Iムcd (7) 
になる。すなわち，もし輸入財の数量が制限された場合，（7）式が成り立つよう
に内生部門の最終需要を減少させなければならない。その際どの部門の最終需
要をどれだけ減少させるかは政策その他によって決定されることになる。
3. 資源価格が引き上げられる場合
ここでは原油その他の原材料の価格が海外事情により引き上げられたり，電
力，ガス，水道などの公共料金が政策的に決定される場合のように，資源価格
(2) Hawkins-Simonの条件より (I-A11)-,(I-A：），「I-AJ2-A21CI-A1l〕－ Ai心ー i
はすべて存在する。
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が外生的に引き上げられる時に他の財の価格にどのような影響を与えるかを
考察する（Leontief〔4），金子，二木〔3））。その際前述の資源量が制限される場
合に置いた仮定をそのまま使用する。但し，生産量が外生的に決定されるとい
うところを，ここでは価格が外生的に決定されるということに置き換える。更
に価格ベクトルPと付加価値ベクトルりをそれぞれ次のようなn-m次とm次
の2つのベクトルに分割表示する。
ρ＝｛－；－］， v ＝＝［－~；－－］。
ρa= A~1Pa + A;1P1十τ，a,
ρt =A~2Pa十A;2pt十vi。
(8）より
ρd=(I -A~1） 一 IA;if;I十 (I -A~1)--vd0 闘
もし内生部門の付加価値が変化しないとすれば，内生部門の価格変化と外生部
(8) 
(9) 
門の価格変化の間の関係は
ムρd=(I-A~1） 一 l A~1ムpt。
となる。この係数行列は（7）の係数行列を転置したものである。
ここでI-A行列の逆行列（I-A)-==B==(bu）を以下のような4つの部
分行列に分割して表示する。
B =r－~－~！＿ f ＿~＿I_?_ l 
-L B21 l B22 J 
B1 lは（n-m, n -m), B12 は （n-m,m),B21はくm,n -m), B22は
）?????（
(m,m）の型の行列である。すると（1）は中西の拡張された簡便法（中西〔5)) 
を用し、ると
ムρa=B;1(B;2）一lムpt
により既存の逆行列表から計算することができる。
(3) その簡単な別証明は次のようになされる。
［：：；］［ゴ：1 J~：J＝［~ ~］ 
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(1）式は外生部門の価格が独立に上昇した時内生部門の価格にどのように影響
するかを表わしている。しかしその結果として生じた内生部門の価格上昇が外
生部門の価格に与える効果そしてそれが再び内生部門の価格に与える効果は考
慮されていなし、。もし外生部門の価格が固定していないものとすれば〈という
ことは外生部門でないことを意味するのであるが〉，外生部門の付加価値が独
立に増加した時，それらの効果も考慮することができる。すなわち，（9）より
pi=(I -A;2）一iA;2pa十(I-A;2)-vi。
これを（8）に代入して移項すると
pd＝〔I-A~1-A;1( I -A;2）一 IA~2J-I 〔A~1CI -Aら〉一iが十vd］。
もし内生部門の付加価値が変化しないならば，
ムpa=[I-A;1-A;1CI -A;2）一 1A;2]-1A~1(I -A;z）一lムvf
となり，外生部門の付加価値の変化が価格のフィード、パックを通じて内生部門
の価格に最終的に及ぼす影響を表わす。
この場合， もし外生部門が輸入部門のみからなると仮定すれば， A;2=0,
A;2=0なので，内生部門の価格変化と外生部門の付加価値の変化の関係は
ムpa=(!-A;1）一1A;1ムvf (1司
となる。この係数行列は（1）の係数行列と同じであり，（9）からも推察されるよう
に，外生部門の付加価値の変化が内生部門の価格に与える影響は外生部門の価
格変化が内生部門の価格に与える影響と同じになる。そして，この場合輸入部
門を産業部門からはずして，本源的生産要素として付加価値を構成するものと
見なしでもよいことを意味するO
4. 数量制限の影響と価格上昇の影響の関係
この節では，外生部門が輸入部門のみからなり，その財が原材料としてだけ』
使用される場合，すなわち A12=0, A22 =0, cf =Oとなる場合を考察する。
より B21(l-A11)-B22A21＝弘前から B221，後から (l-A11）ーl をそれぞれ掛ける
とA2(I-A11）ー1=B22-1B21となるので，阿辺を転1fltすれば｛専られる。
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もし内生部門の付加価値が変化しないならば，これまでに次のような式が得ら
れた。
ムニどl=A21CI-A11）一1ムcd, (7) 
ムpa=(I -A~1） 一 1A;1ムpl, (1) 
ムρd=(I-A~1） 一： A;1~v! (12) 
これらの式の係数は同じものかあるいはそれを転置したものである。今，
Az1CI -A11）一1=-==E===(eo) ( i =1，…， m, j =1，…， n -m), 
またρa,cdの第i要素を Pf,cf( i =1，…， n -m), xi，〆， viの第i要素
を x{,p{, v{( i =1，…， m）で示すならば，（7）は
ムバ ＝ ~j二r euムc~ ( i = 1，…， m) 
で表わされる。 1つのけだけを減らすならば，
おd 1 五t＝可 ci =1，…， m, j =1，…， n -m）。
すなわち，もし第 i輸入財1単位の減少を第j内生部門の最終需要の減少のみ
1 で補おうとすれば，その一一単位を減らさなければならないことになるO ま
eu 
た，（1), (12）より
ムP~ ＝ ~7~んj~ρ｛＝ ~i園内jムりf (j =1，…， n -m) 
となり
月M oM 一-r-＝一ーす ＝eo ( i =1, ・・・m, j =1，…， n -m)0 ap{ av{ 
すなわち，第i輸入財の付加価値あるいは価格が1単位上昇するならば，第j
内生部門の財の価格は eu単位上昇することを意味する。そしてこれは第 t輸
入財1単位の減少を補うために必要な第j内生部門の最終需要の単位数の逆数
となっている。
このモデ、ルにおいては内生部門の最終需要のみが社会的便益であり，輸入原
材料と内生部門における労働その他の付加価値が社会的費用である。社会的便
益はωより
(pd)'cd ＝仁（p!)'A21(I-Ai1）一i十（vd)'(I-Ai 1）一t]cdo
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また，社会的費用は（5), (6）より
（ρ！）＇xi十（＂vd）’xd＝（ρl)'A21(I -Ai i)-ica十（vd)'(I -A, 1）一lcdo
故に，
(pl)'xf + (vd)'xd = （ρd)'cdo 
すなわち社会的便益と社会的費用が等しくなるとし、う衆知の双対性が得られる
（例えば， Dorfman,Samuelson, Solow〔1〕を参照されたし、〉。これを書き換
えるなら』f,
〈ρ！）＇xi=(pd)'cdー （vd)'xd
となる。これは輸入原材料の総額が輸入原材料への帰属価値と同じであること
を示している。
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